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Photovoltaic generator (PV) and electric vehicles (EVs) have attracted much attention to solve environmental problems. This

paper validates the charging/discharging effect of an EV battery and storage battery on the PV self-consumption rate. In addition,

the effect of connecting thermal system to a DC bus for the reduction of the power conversion loss is quantitatively evaluated. As a

simulation result, the self-consumption rate during spring and summer can be improved and the deficit power during winter can be

reduced by using the EV battery.
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1. 序論

カーボンニュートラル社会の実現に向けた取り組みが国
内外で活発に行われている。CO2 ゼロエミッションの発電
方法として，再生可能エネルギーが注目されており，我が
国においては特に，太陽光発電（PV: Photovoltaic generator）
の導入割合が高く，2021年度の発電実績では新エネルギー
等発電の約 35%を占める (1)。また，PV発電電力の自己消費
率の向上や，余剰電力および需要電力のピークの緩和，停
電時の自立運転などを目的とした定置バッテリと組み合わ
せたエネルギーシステムが注目されており，定置バッテリ
の導入量も年々増加している (2)。PVと定置バッテリを組み
合わせたシステムの研究は，バッテリの充放電制御 (3) や定
置バッテリの容量決定手法 (4) など盛んに行われている。

PV自己消費率を上げる方法として，定置バッテリを大量
に導入する方法が簡単に考えられるが，設備投資や設置ス
ペースの観点から好ましくない。そこで，近年普及率が増
加している電気自動車（EV: Electric Vehicle）のバッテリスト
レージを利用する方法 (5) (6) やヒートポンプ給湯器（HP: Heat

pump）を使用して熱エネルギーに変換する方法が注目され
ている (7) (8)。文献 (9)では，EVおよび HPの協調利用に関す
る研究が行われており，協調利用により PVの導入量を増
やしても日中の余剰電力をマネジメントできることが示さ
れている。
本研究では，PV，定置バッテリ，エアコン（A/C: Air Con-

ditioner）や HPといった熱システム負荷，およびその他の負

荷がある学校および家庭のエネルギーシステムを取り扱う。
シミュレーションでは，学校に勤務する教職員が EVを利用
することを想定する。学校および家庭では EVの接続時間
が異なるため，PV自己消費率を上げるためには各バッテリ
の充放電や HPの動作時間などを操作する必要がある。本
稿では，EVの接続，各バッテリの充放電優先度の変更，HP

の動作時間シフトなどによりいかに PV発電電力の自己消
費率を上げるかを実負荷データを使用したシミュレーショ
ンにより検証する。また，自己消費率以外の評価指標とし
て，余剰電力および需要電力，各バッテリの SoC最大時間
および最小時間を示し，カーボンニュートラル実現に向け
た系統とのやり取り電力量やバッテリの利用率を評価する。
先行研究では，自己消費率や自給率をいかに改善するかを
評価しているが，著者が知る限りバッテリの利用率も評価
している研究はない。また，システムの高効率運転を目的
とした，熱システムの DC接続化に関する検討も行い，各
電力変換器で発生する電力ロスを計算し，有効性を示す。

2. 対象モデル

Fig. 1に本稿で対象とする学校および家庭の電力機器の接
続モデルを示す。家庭では，PV，DCDCコンバータ，定置
バッテリ，EV用ワイヤレス充電器（WPT Charger: Wireless

Power Transfer Charger），EV，パワーコンディショナ（PC:

Power Conditioner），HP，A/C，その他の負荷があり，学校は
家庭のシステムと比べて HPが無い。Eおよび ηはそれぞれ
機器の入出力電力量および電力変換効率を表す。Egrid は系
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図 1 電力機器の接続モデル (a)学校 (b)家庭
Fig. 1. Connection of electric devices and converters. (a) At
school. (b) At home.

統とのやり取り電力量を表し，系統へ流れる方向（余剰電力
出力方向）を正とする。定置バッテリ充放電電力量 Ebat お
よび EVへの充放電電力量 EEV は充電方向を正とする。HP

および A/Cなどの熱システムは一般的に交流側に接続され，
内部には整流するための PFCおよび圧縮機などを動かすイ
ンバータなどが内蔵されている。本稿では，定置バッテリ
および EVバッテリの充放電，家庭における HPの動作時間
に着目し，PV発電電力の自己消費率を最大化するための運
転方法に関してシミュレーションで検証する。また，熱シ
ステムの DC接続化による電力変換器ロス低減効果も検証
する。
シミュレーションでは，PVは出力抑制をせず，（1）式で
発電電力量 EPV [kWh]を計算する (10)。

EPV = KHKjIPPV (1)

KH，Kj，I，PPVはそれぞれ調整係数，受光面の汚れや DCDC

コンバータなどの回路損失による損失係数，全天日射
量 [kWh/m2]，PV容量 [kW]を表す。調整係数は文献 (10)に
記載されている Table 1の値を用いる。電力のつり合い式は
(2)式で表される。

Egrid = ηPC

(
EPV − Ebat −

EEV

ηWPT

)
− EA/C + EHP

ηPFC
− Eother (2)

PV自己消費率 Rはいかに PV発電電力を建物内で消費する
かの割合であり，(3)式で定義される。

R =

∑(
EPV − Egrid

(
Egrid > 0

))∑
EPV

(3)

本稿では，PV自己消費率，系統との電力やり取り量（余剰
電力および需要電力），バッテリ SoC最大時間および最小
時間を評価指標とする。

3. シミュレーション
〈3・1〉 条件 本節では，シミュレーションで使用した

表 1 （1）式における調整係数
Table 1. Adjustment coefficient in (1).

Month Value
Jan.–Mar. 0.90
Apr.–May 0.85
Jun.–Sep. 0.80
Oct.–Nov. 0.85

Dec. 0.90

表 2 シミュレーションパラメータ
Table 2. Parameters used in simulations.

Parameter Value
Storage battery capacity at home 6 kWh
Storage battery capacity at school 500 kWh

EV battery capacity 40 kWh
PV capacity at home 4 kW
PV capacity at school 164.48 kW

HP capacity 4.5 kW
Loss coefficient of PV Kj 0.95

Efficiency of PC 0.97
Efficiency of WPT charger 0.95

Efficiency of PFC 0.975

パラメータおよび条件を説明する。Table 2にパラメータを
まとめる。学校の PV容量は年間消費電力量と年間発電電
力量が釣り合う値とする。つまり，十分な蓄電設備があれ
ば，余剰電力は発生しない。家庭の負荷データは文献 (11)

を基に計算したものを使用し，学校は実負荷データを使用
する。PV 発電電力量 EPV の計算で使用する全天日射量は
NEDO年間時別日射量データベース (12) から取得した。その
他の条件を以下にまとめる。

a シミュレーションは 4月 1日 0時 0分から始め，1年間
を通して行う。時間の粒度は 30分である。

b 定置バッテリの SoCの初期値は半分とする。
c EVは出勤・帰宅用の走行電力として最低 10％の SoCを
確保する。

d 学校到着時および家庭到着時の EV バッテリ SoC は PV

発電電力と線形の関係を持つとする。
e EVが接続されているとき，充電は定置バッテリ，放電は

EVバッテリを優先する。

学校および家庭のシミュレーションは別々に実施している
ため、EVの SoCに連続性はない。しかしながら、EVの SoC

は到着地で充放電を実施することを想定する。学校および
家庭はどちらも PVを導入しているため、SoCは PV発電電
力量に相関を持つため、条件 dを設定する。条件 eの設定
理由は次節に記述する。
〈3・2〉 EVの接続による効果 本節では，学校および



4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

Month

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

P
V

 s
el

f 
co

n
su

m
p
ti

o
n
 r

at
e 

(p
er

 m
o
n
th

) 
[%

]

 N = 0

 N = 10

 N = 20

 N = 30

(a)

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

Month

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

S
u

rp
lu

s/
D

ef
ic

it
 E

n
er

g
y

 [
k

W
h

]

10
4

 N = 0

 N = 10

 N = 20

 N = 30

(b)

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

Month

-200

-150

-100

-50

0

50

100

150

T
im

e 
w

h
en

 E
V

 b
at

te
ry

 S
o

C
 i

s 
m

ax
im

u
m

 o
r 

m
in

im
u

m
 [

h
]

 N = 10

 N = 20

 N = 30

(c)

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

Month

-400

-300

-200

-100

0

100

200

300

T
im

e 
w

h
en

 s
to

ra
g

e 
b

at
te

ry
 S

o
C

 i
s 

m
ax

im
u

m
 o

r 
m

in
im

u
m

 [
h

]

 N = 0

 N = 10

 N = 20

 N = 30

(d)

図 2 学校における EV接続効果 (a) PV自己消費率 (b)余剰電力量および需要電力量 (c) EVバッテリの SoC最大
時間および最小時間 (d)定置バッテリの SoC 最大時間および最小時間

Fig. 2. Effect of connecting EVs to system at school. (a) PV self-consumption rate. (b) Surplus/Deficit energy. (c) Time when
EV battery SoC is maximum or minimum. (d) Time when storage battery SoC is maximum or minimum.
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図 3 家庭における EV接続効果 (a) PV自己消費率 (b)余剰電力量および需要電力量 (c) EVバッテリの SoC最大
時間および最小時間 (d)定置バッテリの SoC 最大時間および最小時間

Fig. 3. Effect of connecting EVs to system at home. (a) PV self-consumption rate. (b) Surplus/Deficit energy. (c) Time when
EV battery SoC is maximum or minimum. (d) Time when storage battery SoC is maximum or minimum.

表 3 学校および家庭の EV 接続台数および時間 (13)

Table 3. Numbers of EVs and period when they are connected to
WPT charger at school and home (13).

Number of EVs Connected time
N Weekday Saturday and Sunday

School 0 ≤ N ≤ 30 8–18 10.5–18
Home 1 0–7.5, 18.5–24 0–10, 18.5–24

家庭における電力システムに EVが接続されることによる
自己消費率改善効果を示す。学校および家庭に接続される
EVの台数および接続タイミングの各条件を Table 3にまと
める。接続タイミング条件は総務省統計局の社会生活基本
調査の文献 (13)を基に設定した。

Fig. 2 に学校におけるシミュレーション結果を示す。
Fig. 2(a)は月ごとの PV自己消費率を表し，(b)は月ごとの
余剰電力出力量を正の値として表し，不足した需要電力量
を負の値で表し，(c)および (d)は EVバッテリおよび定置
バッテリの SoC最大時間を正の値で表し，最小時間を負の
値で表している。EV接続台数の増加により，PVの余剰電
力を EVバッテリに充電することが可能になるため，余剰
電力を低減することが可能になり，結果として PV自己消
費率が改善される。特に，PV 発電電力量が多い 4–9 月に
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図 4 家庭における熱システムへの電力供給経路 (a) DC 接
続前 (b) DC 接続後

Fig. 4. Power supply path to thermal system at home. (a) Before
DC connection. (b) After DC connection.

おいて，PV自己消費率が改善されていることが確認でき，
EV20台ほどで 4–5月を除く月において 90%を超えている。
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図 5 熱システムの DC接続による電力変換器ロス削減効果 (a) DC接続前（学校） (b) DC接続後（学校） (c) DC
接続前（家庭） (d) DC 接続後（家庭）

Fig. 5. Loss reduction effect by connecting thermal system to DC bus. (a) Before DC connection at school. (b) After DC
connection at school. (c) Before DC connection at home. (d) After DC connection at home.
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図 6 各電力変換器の電力変換ロス削減率 (a)学校 (b)家庭
Fig. 6. Loss reduction ratio of each power converter. (a) At school.
(b) At home.

EV接続前に 12–2月の自己消費率が高い理由は，PV発電電
力量が小さく，需要電力が大きいため，発電電力をそのま
ま使用しているからである。また，PV発電電力量で賄えな
い需要電力量を EVバッテリから供給することが可能とな
るため，見かけ上の需要電力量も低減することが可能にな
る。EVバッテリおよび定置バッテリの SoC最大時間およ
び最小時間はいかに各バッテリを有効に活用できているか
という指標であり，各時間が短いほどバッテリが有効に活

用できていることを示す。つまり，EV接続台数の増加によ
り，EVバッテリの有効活用だけでなく，定置バッテリも有
効活用されていることが確認できる。
次に家庭におけるシミュレーション結果を Fig. 3に示す。

(a) (d)の各図は Fig. 2と同じである。EVが接続されていな
い結果を青，接続されている結果を橙で示している。PV自
己消費率について，EV を接続することにより，悪化して
いることが確認でき，余剰電力も増加していることがわか
る。家庭では EVの接続時間が Table 3に示すとおり，PVの
発電が少ない夜間である。放電優先度は条件 eに示すよう
に，EVバッテリを優先的に放電するため，夜間で定置バッ
テリに蓄電されたエネルギーはあまり使用されない。つま
り，定置バッテリ SoCが高い状態で次の日を迎えることに
なり，日中は EVが存在しないため，PV発電電力を蓄える
ストレージがなく，結果として系統に余剰電力として出力
する。そこで，充放電優先度を逆に変えた場合のシミュレー
ション結果を同図の黄で示す。PV自己消費率はわずかであ
るが，改善されていることが確認できる。また，EVに蓄電
されているエネルギーを夜間に使用することが可能になる
ため，Fig. 2(b)からわかるとおり，需要電力が低減されてい
ることが確認できる。EVバッテリ SoC最大時間に関して，
EVは夜間に接続されるため，PV発電電力が小さく，SoC

が最大の状態になることはない。最小時間は充放電優先度
を変えることで低減することができ，EVバッテリを有効活
用できていることが確認できる。定置バッテリ SoC最大時
間は充放電優先度の変更によりわずかに改善されたが，SoC

最小時間は悪化した。
充放電優先度に関して，次節以降は，学校は条件 e，家庭
は条件 eの逆の優先度としてシミュレーションを実施する。

〈3・3〉 熱システムの DC 接続による電力変換器ロス削
減効果 本節では，学校および家庭において熱システム
の DC接続による電力変換器ロス削減効果を示す。学校は
EV30台が接続されることとし，Fig. 1において，学校では
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図 7 PV 発電電力量と需要電力量の波形例
Fig. 7. Example waveforms of PV generated energy and demand
energy at home.

A/Cを，家庭では A/Cおよび HPを DC側に接続する。熱シ
ステムへの電力供給経路を考えるとき，DC側および AC側
から Fig. 4に示す 2つの経路がある。DC接続前では，DC

側からの経路はパワーコンディショナおよび PFCを通り，
AC側からの経路は PFCを通る。PV発電電力を有効に使用
したいため，DC 側からの電力供給が多いシステムにおい
ては，常にパワーコンディショナおよび PFCによる電力ロ
スが生じる。一方，DC接続後は DC側からの経路は電力変
換器がなく，AC側からの経路はパワーコンディショナを通
る。つまり，熱システムの DC接続により，PFCによる電力
変換ロスをゼロにすることができ，さらにパワーコンディ
ショナの電力変換ロス低減効果も見込める。
熱システムの DC接続前後におけるパワーコンディショ
ナ，WPT充電器，PFCのそれぞれの電力変換ロスのシミュ
レーション結果を Fig. 5に示す。学校および家庭のどちら
も PFCの電力変換ロスを DC接続によりゼロにでき，また，
パワーコンディショナの電力変換ロスも低減されているこ
とがわかる。特に，熱システムの利用率が大きい家庭にお
いては DC接続の効果が大きいことがわかる。DC接続前後
の電力変換ロス低減率を Fig. 6に示す。EV用WPT充電器
の電力変換ロス低減率は数%程度であり，DC接続による効
果はあまりない。一方，パワーコンディショナの電力変換
ロス低減率は学校では最大 33%，家庭では最大 48%であり，
DC接続による効果が大きいことがわかる。特に，熱システ
ムの利用率の高い，夏季（7–9月）および冬季（12–2月）の
削減効果が高い。以上のことから，熱システムの DC接続
により PVの発電電力を電力変換器のロスで無駄に消費さ
れることなく，より有効に活用できることが見込める。

〈3・4〉 家庭におけるヒートポンプ給湯器の動作時間シ
フトによる効果 本節では，HPの動作時間シフトによる
PV自己消費率改善効果に関して記述する。家庭におけるあ
る 1日の需要電力および PV発電電力を Fig. 7に示す。日中
は PV発電電力量が大きい反面，家庭内にいる人が少なく，

A/C，HP，およびその他の需要電力量が小さい。そのため，
PV自己消費率を上げるためには，定置バッテリや EVバッ
テリなどに蓄電し，夜間に使用する必要がある。しかしな
がら，日中は EVが出かけているため，定置バッテリしか
使用することができず，満充電になったとき，余剰電力は
系統に流れる。大容量の定置バッテリの設置は，利用者の
負担が増えるため好ましくなく，結果として PVの出力抑
制が必要となり，発電電力を有効に利用できなくなる。
そこで，HPの動作時間に着目する。HPは電気料金が安
い夜間に運転しているため，他の負荷同様に日中の PV発
電電力量が大きい時間はほとんど動作していない。この運
転方法は PVなどを導入しない一般家庭をモデルにした需
要曲線であるが，PVの自己消費率という観点では，PV発
電電力の小さい夜間で利用することは好ましくない。そこ
で，HPの動作時間をシフトさせることを検討する。Fig. 8

は HPの動作時間を 6，12，18時間シフトさせたときの PV

自己消費率，余剰電力量および需要電力量，各バッテリの
SoC最大時間および最小時間を示す。Fig. 8(a)から，HPの
動作時間を 12時間シフトすることにより PV自己消費率が
大幅に改善され，特に PV発電電力量の大きい春～夏（4–9

月）において約 20%の改善が見込める。これは，Fig. 8(b)の
余剰電力量や (c)および (d)の EVバッテリおよび定置バッ
テリの SoC最大時間および最小時間からも確認できる。一
方で，不足電力量が悪化していることも確認できる。これ
は，雨天や秋～冬の PV発電電力量が小さい期間において，
日中の PV発電電力が HPの需要電力で消費され，定置バッ
テリを十分に蓄電できず夜間を迎えて電力が不足するため
であると考えられる。改善案として，季節ごとに HP動作
時間シフト量を変動させることが考えられる。

4. 結論

本稿では，学校および家庭に導入された PVの自己消費
率を最大化するべく，定置バッテリおよび EVバッテリの
充放電，熱システムの動作時間シフトの効果を年間実負荷
データを用いてシミュレーションにより検証した。学校で
は，EV接続台数を増やすほど自己消費率が改善され，系統
からの需要電力量も改善されることが確認された。また，
各バッテリの SoC最大時間および最小時間から，EV台数
を増やすことにより定置バッテリの SoC最大時間以外の時
間が低減されており，バッテリが有効に使用されているこ
とが確認された。家庭では，EVの接続時間と PV発電電力
発生時間がずれているため，学校と同じバッテリ充放電優
先度では自己消費率が悪化することが確認され，充放電優
先度を逆にすることで解消できることを示した。また，家
庭においても各バッテリの利用率が改善されることが確認
された。HPの動作時間シフトに関しても，12時間動作時間
をシフトさせ PV発電電力発生時間と HPの動作時間を合わ
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図 8 家庭における HP 動作時間シフト効果 (a) PV 自己消費率 (b)余剰電力量および需要電力量 (c) EV バッテリ
の SoC 最大時間および最小時間 (d)定置バッテリの SoC 最大時間および最小時間

Fig. 8. Effect of HP operating time shift to system at home. (a) PV self-consumption rate. (b) Surplus/Deficit energy. (c)
Time when EV battery SoC is maximum or minimum. (d) Time when storage battery SoC is maximum or minimum.

せることで PV自己消費率が改善可能であることを示した。
熱システムの DC接続化による電力変換器ロスの低減効
果についてもシミュレーションにより検証した。学校およ
び家庭のどちらにおいても PFCによる電力変換ロスをゼロ
にする効果およびパワーコンディショナで発生する電力変
換ロスを低減することが示され，特に熱システムの利用率
の高い夏季および冬季に効果的であることを示した。
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